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１ 計画策定の趣旨 

１ 計画策定の背景と目的 
近年、人口減少や少子高齢化、核家族化の進展などにより、全国的に使用されてい

ない住宅等が年々増加しています。 

その中でも、適正に管理されず放置された状態の空家等は、防災、防犯、環境、衛

生、景観等の面において、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼす等、大きな社会

問題となっています。 

このような状況を踏まえ、国において、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するため、「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「法」という。）」が平成

２７年５月２６日に全面施行され、空家等に対する所有者等の責務や空家等に関して

必要な措置を適切に講ずることなどの自治体の責務が明確になりました。 

令和５年には法が改正され、適切な管理が行われていないことにより、そのまま放

置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある空家等を管理不全空家等と

位置づけ、自治体は、所有者等に対して指導・勧告が行えるようになりました。 

本市においては、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、法第７

条第１項に規定される空家等対策計画として平成３１年２月に「入間市空家等対策計

画」を策定しました。 

令和４年４月には、「第２次入間市空家等対策計画」を策定し、当該計画に基づき空

家等対策を進めてきましたが、計画期間満了に伴い、計画内容の見直しを図り、本市

の空家等対策の基本姿勢を示すとともに、対策を市民に広く周知し、空家等対策をよ

り計画的に推進することを目的として、「第３次入間市空家等対策計画（以下「計画」

という。）」を策定するものです。 

 

本計画で使用する用語について 

〇空家等とは（法第２条第１項） 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこ

とが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。 

〇特定空家等とは（法第２条第２項） 

空家等のうち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある

状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていない

ことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るため

に放置することが不適切である状態にあると認められるものをいう。 

〇管理不全空家とは（法第１３条第１項） 

 空家等のうち、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある 

状態にある空家等をいう。 

空家等に関する補足説明（国土交通省及び総務省の見解） 

〇「居住その他の使用がなされていないことが常態である」 

  建築物等が長期間にわたって使用されていない状態をいい、概ね年間を通して建

築物等の使用実績がないことは１つの基準となると考えられる。 

〇「長屋」や「集合（共同）住宅」の場合 

長屋や集合（共同）住宅については、当該住宅内の全ての住戸が空き家となった場

合に当該住宅は「空家等」に含まれ得ることとなる。 

表１：用語解説 

※タイトル等を除いた本文

のフォントを UD 明朝

Mediumに変更 



2 

２ 計画の位置づけ 

本市では、市全体のまちづくりの方向性を示し、市民に密接に関わる各種施策や事業を

実施する際の指針となる総合計画を定めています。 

この計画は次期（第〇次）入間市総合計画のもとに位置づけられる行政計画であるとと

もに、法第７条第１項に規定する空家等対策計画とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 
     この計画は上位の計画である次期（第〇次）入間市総合計画との整合を図るため、

令和９年度から令和１３年度までの５年間を計画期間とします。 

また、総合的かつ計画的な空家等対策の推進のため、次期総合計画と合わせて、   

次期計画を策定するものとします。 

   なお、計画期間中であっても、社会情勢の変化等に合わせ、随時見直しを検討しま

す。 

 

年 度 Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ 

入間市総合計画 

 

前期基本計画 

       

空家等対策計画 

       

 

国が定めるもの 入間市が定めるもの 

空家等対策の推進に
関する特別措置法 

・ 
基本指針 

次期（第〇次）入間市総合計画 

第３次 

入間市空家等対策計画 

即する 

その他の計画 

連携 

整合 

表２：計画の位置づけ 

表３：計画スケジュール 

第３次入間市空家等対策計画（Ｒ９～Ｒ１３） 次期計画 

次期（第〇次）総合計画（Ｒ９～Ｒ１８） 

前期基本計画（Ｒ９～Ｒ１３） 

入間市空家等の適正管理に関する条例（令和４年施行予定） 

 

※「次期（第〇次）入間市総合計画」 

Ｒ８年度見直し中のため、タイ

トルについては「次期」とし、

年度末に策定が完了した後「第

〇次」とする。 

後期基本計画 



3 

２ 空家等の現状と課題 

１ 人口動向 
（１） 人口及び世帯数の推移 

本市の令和７年の人口は１４万２，４５６人で、６５歳以上の高齢者は４万４，

６０２人（総人口の３１％）となっており、令和２年との比較では、６５歳以上の

高齢者数が１．０３倍に増加して人口の伸び率（０．９６倍）を上回り、高齢化が

進行していることがうかがえます。 

また、高齢者世帯数及び一人暮らし高齢者数は令和２年と比較して約１．３倍と

なっており、空家等が増加する要因となる可能性がうかがえます。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１：人口・世帯の推移 

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年

総人口(人） 147,312 146,419 145,830 144,945 143,769 142,456

65歳以上（人） 43,177 43,724 44,056 44,343 44,564 44,602

世帯数（世帯） 66,418 66,873 67,496 67,945 68,395 68,775

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

総人口(人） 65歳以上（人） 世帯数（世帯）

出典：住民基本台帳（各年１０月１日現在） 

図２：高齢者世帯及び一人暮らし高齢者の推移 

出典：高齢者実態調査（各年１月１日現在） 

14,005
14,821 14,951 15,839

5,852 6,150 6,533 6,975

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

高齢者世帯（世帯） 一人暮らし高齢者（人）

※世帯の推移 

市 HP「入間市の人口（住民基本台帳 

による）」各年１０月１日参照。 

※６５歳以上の人口については「年齢

別人口統計」より抜粋。 

※高齢者支援課：高齢者実態調査 

令和４年度を最後に実施していない。 

調査が終了しているため、表は削除す

る。 

コメントの追加 [I1]: 市公式ＨＰ 人口統計資料 

コメントの追加 [I2]: 当該数値を把握する「高齢者実態

調査調査」が令和４年度で終了しているため、記述を

削除。 
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※住宅・土地統計調査から 

数値を反映 

※住宅・土地統計調査から 

数値を反映 

２ 空家等の状況 

（１） 住宅・土地統計調査から見た空家等の状況 

① 全国の状況 

総務省が５年ごとに実施している住宅・土地統計調査の令和５年の調査結果に

よると、空き家の総数は９００万１，６００戸であり、平成３０年と比べ５１万３，

０００戸増加しています。また、令和５年の総住宅数に占める空き家の割合（空き

家率）は１３．８％と、平成３０年から０．２ポイント上昇し、過去最高となって

います。 

 

（千戸）                                                    （％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 埼玉県の状況 

埼玉県の令和５年の住宅・土地統計調査では、空き家の総数は３３万４００戸で

あり、平成３０年と比べ１５，８００戸減少しています。また、空き家率は９．３％

と、平成３０年から０．９ポイント下落しています。 

 

（千戸）                                                    （％） 
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図２：住宅数及び空き家数（全国） 

出典：住宅・土地統計調査 

図３：住宅数及び空き家数（埼玉県） 

出典：住宅・土地統計調査 
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※住宅・土地統計調査から 

数値を反映 

③ 入間市の状況 

      本市の令和５年の住宅・土地統計調査結果では、空き家の総数は５，４１０戸で

あり、平成３０年と比べ５１０戸増加しています。また、空き家率は８．１％と、

平成３０年から０．５ポイント上昇していますが、全国及び埼玉県と比較して低

い数値にあります。 

 
（戸）                                                     （％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        空き家総数５，４１０戸のうち、用途別に見ますと、本計画の対象となる空家

等となる可能性が高い「その他の住宅」が、２，６４０戸で全体の約４９％を占

めています。今後、本市の空き家率が全国及び埼玉県の率に近づいていく（上昇

していく）ことが予想され、適正に管理されない空き家の増加にもつながる懸念

があります。 

                                            （単位：戸） 

項   目 全 国 埼玉県 入間市 

住宅総数 ６５，０４６，７００ ３，５５５，１００ ６６，８９０ 

空き家総数 ９，００１，６００     ３３０，４００ ５，４１０ 

  

二次的住宅     ３８３，５００       ６，３００ １９０ 

賃貸用住宅 ４，４３５，８００ 
１６６，８００ 

１３５，８００ 
２，３２０ 

売却用住宅 ３２６，２００ ２１，４００ ２７０ 

その他の住宅 ３，８５６，０００ 
１３５，８００ 

１６６，８００ 
 ２，６４０ 

空き家率 １３．８％ ９．３％ ８．１％ 

順位（空き家率）  ４７位 

(４７都道府県） 

４０位 

(５３市町) 

 

３０ 

表４：令和５年 住宅数及び空き家数（全国、埼玉県、入間市） 

図４：住宅数及び空き家数（入間市） 
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出典：住宅・土地統計調査 

出典：住宅・土地統計調査 ※ 端数処理の影響で個々の数値と総数の値が一致しない場合がある。 
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住宅・土地統計調査について 

〇住宅・土地統計調査とは 

住宅・土地統計調査とは、統計法に基づき総務省統計局が昭和２３年から５年

ごとに実施している調査で、「住生活関連諸施策の基礎資料を得ること」を目的

とした標本調査です。 

この調査において、空き家とは「住宅の要件」を満たす建物であり、調査時点

で人が住んでいない、３か月にわたって住む予定の人もいない住宅をいいます。 

 

〇空き家の内訳 

住宅・土地統計調査では、以下のとおり空き家を４つに区分しています。 

二次的住宅 
別荘や残業で遅くなった時に寝泊まりするなど、たまに寝泊ま

りする人がいる住宅 

賃貸用住宅 
新築・中古を問わず調査日時点で賃貸のために空き家となって

いる住宅 

売却用住宅 
新築・中古を問わず調査日時点で売却のために空き家となって

いる住宅 

その他の住宅 

上記３つ以外の人の住んでいない住宅で、転勤・入院などの理

由で長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊

すことになっている住宅 

  ※「その他の住宅」が本計画の対象となる可能性が高い。 

 

（２） 空家等の把握状況 

本市では、生活環境に影響を及ぼしていると考えられる空家等について、令和

２年度から令和７年度まで調査を実施した結果、５００件の空家等を確認しまし

た。そのうち、２７４件が建物の取り壊し等により解消となり、令和８年３月３１

日現在、２２６件の空家等を確認しています。 

                                                          （単位：件） 

地  区 相談数 解消数 把握数 

豊岡 １７０ １１７ ５３ 

東金子  ８３ ３２ ５１ 
金子 ３２ １１ ２１ 
宮寺・二本木 ３６ ２３ １３ 

藤沢 １２０ ７１ ４９ 
西武 ５９ ２０ ３９ 

合計 ５００ ２７４ ２２６ 

表５：住宅・土地統計調査について 

表６：空家等把握状況（令和８年３月３１日時点） 

コメントの追加 [I3]: 総務省統計局 HPを確認し修正。 
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（３） 空家等の管理状況 

空家等の管理状況を見ますと、確認されている空家等２２６件の内、適正に管理

されていないものが１１２件で、特に手入れ等の必要がないものが１１４件とな

っています。 

適正に管理されていない１１２件の内訳は、環境（草木の繁茂等）が最も多く、

次いで建物の老朽化、屋根、外壁等の破損となっています。 

令和３年３月３１日時点で空家等の解消率は約４６％でしたが、所有者等に対

する適正管理通知等を行った結果、解消率は令和８年３月３１日現在、約５５％へ

と改善しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物（老朽化、外壁の破損等）、１５件、７％

建物以外

（塀の破損、門扉の倒壊等）、

４件、２％

環境（草木の繁茂等）、

８５件、３８％

衛生（ゴミ、害虫、

小動物の発生等）、８件、３％

経過観察、１１４件、５０％

空家等２２６件

管理状況

図６：空家等管理状況 （令和８年３月３１日時点） 

建物（老朽化、外壁の破損等）、２６件、１５％

建物以外

（塀の破損、門扉の倒壊等）、

６件、３％

環境（草木の繁茂等）、

４７件、２６％

衛生（ゴミ、害虫、

小動物の発生等）、４件、２％

経過観察、９６件、５４％
空家等１７９件

管理状況

図５：空家等管理状況 （令和３年３月３１日時点） 

※パーセントは小数点以下を四捨五入した値 

※パーセントは小数点以下を四捨五入した値 
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３ 課 題 

空家等から発生する諸問題に対し、対策の基本的な方向性を考えていく必要があり

ます。 

そこで、調査結果や市民等から寄せられた相談内容等を踏まえると、現状の主な課

題として、以下のことが考えられます。 

 

 

課題１ 適正に管理されないことによる地域への悪影響と管理支援策の必要性  

・老朽化に伴う家屋の倒壊・建材飛散等が発生する危険性 

・敷地内の草木繁茂、不法投棄等による近隣周辺環境の悪化 

・【追加】地域コミュニティの担い手不足と軽微な管理支援の仕組みの必要性 

 

 

課題２ 所有者等の高齢化の進行とその対応策の必要性 

・高齢化や施設入所・入院に伴う空家等の維持・管理及びその意思決定困難事例の増加 

・【追加】相続を契機とした空家等の増加とそれに伴う適切に管理されない空家等の増加 

・【追加】発生抑制を上回る勢いで増加する空家等の状況とその対応策の必要性 

 

 

課題３ 所有者等の管理意識の欠如とその改善策の必要性 

・所有者等が空家等を放置するという問題意識の欠如と当事者意識への転換 

・【追加】改正法に基づく「管理不全空家等」への適切な対応と体制整備 

    

 

 

課題４ 空家等を解消するための情報提供の不足と相談・支援体制構築の必要性 

・空家等物件を流通・活用等により解消するための相談先・事業者情報の提供不足

と専門的な相談窓口・支援体制構築の必要性 

・【追加】所有者と活用希望者のマッチング方策の不足 

 

 

   課題５ 市行政内部の連携・体制強化と官民連携体制の構築の必要性 

・【追加】所有者不明・相続放棄等の権利関係が複雑な物件の増加 

     ・【追加】福祉・防災・環境・税務等庁内横断的な連携体制強化と対応能力の向上 

・【追加】民間事業者等との役割分担を明確化した官民連携の仕組みの構築 

コメントの追加 [I4]: 第１次計画より課題に設定 

コメントの追加 [I5]: 第１次計画より課題に設定 

 

コメントの追加 [I6]: 第２次計画より課題に設定 

コメントの追加 [I7]: 第１次計画より課題に設定 

コメントの追加 [I8]: 第 3 次計画より課題に設定 
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３ 空家等の対策 

１ 基本理念 

次期（第〇次）入間市総合計画前期基本計画の６つの「施策の大綱」（章）のうちの

１つとして掲げている「安全で安心して暮らせるまちづくり」を目指し、総合的な空

家等対策を推進します。 

 

（１） 基本方針 

空家等の実態調査結果等から見出した課題を踏まえ、空家等に関する対策を総合   

的かつ計画的に実施するため、以下の３項目を基本方針に掲げ、市民生活の安全と

生活環境の保全に取り組みます。 

 

基本方針 

項  目 内  容 

１ 

空家等の発生の抑

制と適正管理の促

進 

現在使用されている住宅等を空家等にしないための

取り組みを実施します。 

また、所有者等に対し、空家等を適切に管理するよ

う啓発等の取り組みを実施します。 

２ 
空家等の利活用の

促進 

空家等を資源として捉え、利活用を促進するための

取り組みを実施します。 

３ 

管理不全空家等及

び特定空家等への

対応 

 法に基づく行政措置を推進し、周辺の生活環境に著

しい悪影響を及ぼしている管理不全空家等及び特定空

家等の解消を目指します。 

 

（２） 対象とする地区 

本計画の対象地区は市内全域とします。 

 

（３） 対象とする物件 

本計画の対象とする物件は、法第２条に定める「空家等」とします。なお、販売

用又は 賃貸用物件については、利活用の計画・予定があると考えられるため、原則

として計画の対象外としますが、適正な管理がなされておらず、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼしているものについては、本計画の対象とします。 

表７：基本方針 

コメントの追加 [I9]: 次期総合計画の内容を要確認 
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２ 空家等対策に関する施策 

本市の空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため「居住・利用中状態」

から「空家等状態」、「管理不全等の状態」、「空家等の除却、跡地利用」までの状況に応

じた啓発及び措置について、専門機関、関連団体、区・自治会、庁内各関係課等と連携

して取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 項  目 施策の概要 

１ 

空家等の発生の抑

制と適正管理の促

進 

①未然防止策の実施 

 

②所有者等への啓発 

 

③空家等の調査 

 

④適正管理が行われていない空家

等への対応 

２ 
空家等の利活用の

促進 

①空き家バンクの運営 

 

②専門機関、関連団体との連携強 

化による相談体制の整備 

３ 

管理不全空家等及

び特定空家等への

対応 

①管理不全空家等及び特定空家 

等の認定 

 

②管理不全空家等及び特定空家等

に対する措置 

 居 住・ 

利用中状態 

空家等状態 

管理不全等 

の状態 

除 却 

跡地利用 

専門機関、関連団体、区・自治会、庁内関係課等と連携した取り組み 

図７：基本方針と施策の概要 

コメントの追加 [I10]: 「管理不全な空家等への対応」

➡ 

「適正管理が行われていない空家等への対応」に修正 

コメントの追加 [I11]: 「空家等の活用の検討」➡ 

「専門機関、関連団体との連携強化による相談体制の

整備」に修正 

※ワンストップ相談窓口設置の検討が必要 



11 

 

（１） 空家等の発生の抑制と適正管理の促進 

核家族や高齢者世帯が急増し、今後、空家等がさらに増加することが予想されること

から、これらの対象者に対し、現在居住又は使用している住宅等が空家等にならないた

めの取り組みを行っていくことが重要です。 

また、空家等は法第５条において「空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」とい

う。）は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるも

のとする。」と規定されているように、所有者等自らが適切に管理することが原則です。 

しかし、「相続人不明で放置されている。」、「所有者が遠方であり、管理できない。」な

ど、所有者等の様々な事情により市内全域に空家等が点在しているのが現状です。 

以上のことから、本市では、空家等の発生の抑制及び適正管理の促進について、以

下の取り組みを行います。 

   

   

   

① 未然防止策の実施 

   居住しない物件を長期間放置することのデメリットを周知するとともに、住宅資産の

今後について考える意識啓発を図るため、啓発チラシ等を活用するとともに、国の「空

き家の発生を抑制するための特別措置（空き家の譲渡所得の３，０００万円特別控除）」

制度や専門機関、関連団体との連携による相談窓口等について、積極的に情報提供

することで空家等の発生を予防します。 

② 所有者等への啓発 

   空家等は、所有者等自らが適切に管理することが原則であること、不適切な管理に

より他人に損害を与えた場合は所有者に責任が及んだり、空家等が犯罪の温床となる

可能性もあるなど、放置することのリスクを含めて、を認識させるため、広報いるまやホ

ームページ等でにより所有者等の責務についての啓発を行います。また、今後さらに空

家等の増加が予想されることから、適正な管理方法、相談窓口等について周知・啓発

を行います。 

③ 空家等の調査 

   地域住民からの情報提供等により空家等の状況を把握し、それに基づき調査を行いま

す。また、調査結果を取りまとめた台帳を整備、管理していきます。台帳に登録された空

家等については、正確な実態の把握のため、定期的に調査を行います。 

④ 適正管理が行われていない空家等への対応 

   適切な管理がされていない空家等について、適切に管理するよう、活用や除却等の
可能性も含め、情報提供、助言等を行います。また、著しく周辺に悪影響が認められ放
置すれば特定空家等になるおそれのある管理不全空家等については、指導・勧告を行
います。それでも改善がみられない場合は、特定空家等の認定及び措置を実施しま
す。 

  このほか、建築物の倒壊等により、人の生命、身体等に危害が及ぶ危険性がある場
合は、行政による必要最小限の措置を行います。 

空家を放置することのリスク

を所有者等に問いかけ、意識

啓発を図ろうと現行計画の表

現を改めたもの。 

コメントの追加 [I12]: 「啓発チラシの配布や相続に関

する講座等を開催します。」➡県の事業「相続おしかけ

講座」（市町村ごとに開催となった。入間市は実施な

し）が終了したため修正。 

コメントの追加 [I13]: 「空家等の相談窓口を設置して

情報を募り」 

➡修正 

コメントの追加 [I14]: 「管理不全な」➡「適正管理が

行われていない」に修正 
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（２） 空家等の利活用の促進 

空家等及びその跡地の利活用の促進は、空家等対策において重要な位置づけとなっ

ています。活用可能な空家等について所有者等や入居希望者等に対し活用を促すとと

もに、その跡地も含めた空家等を地域の資源として活用すべく、その方策を検討するこ

とが必要とされています。 

このことから、本市では、以下の取り組みにより空家等の利活用を推進していきます。 

 

 

 

（３） 管理不全空家等及び特定空家等への対応 

空家等のうち、特定空家等に該当する可能性があるものは、隣家や地域にとって著し

い悪影響を及ぼしているため、早期に改善する必要があります。 

本市では、以下の取り組みで管理不全空家等及び特定空家等への対応を行い、その

改善を目指します。 

 

 

① 空き家バンクの運営 

   適正な管理が行われていない空家等を防止するとともに、本市への移住・定住を進

め、地域の活性化につなげることを目的に、平成２９年１２月に設置した空き家バンクを

活用し、空家等の利活用を促進してきました。 

今後も、空家等の利活用の促進を図りつつ、効果的な運営となるよう検討していきま

す。 

② 空家等の利活用の検討 

空家等及びその跡地の利活用については、専門機関・団体等と連携を図り、空家等

の専門的な相談窓口をの設置しを検討していきます。売却、賃貸、相続、管理など空家

に関する相談をワンストップで不動産事業者の団体が受け付ける仕組みを整え、空家

等の利活用の促進を図る新たな取り組みを検討していきます。 

① 管理不全空家等及び特定空家等の認定 

   隣家や地域に著しい悪影響を及ぼしている空家等については、法に基づき立入調査

を行い、その結果を空家等対策庁内検討会議及び入間市空家等対策協議会にて協議

し、管理不全空家等及び特定空家等の認定を行います。 

② 管理不全空家等及び特定空家等に対する措置 

   管理不全空家等及び特定空家等に認定された物件については、庁内関係課と連携

し、また、入間市空家等対策協議会の意見も聴取しながら、周辺への影響や危険等の

切迫性を勘案し、所有者等に対して、以下の手順で措置を行います。 

 

管理不全空家等に対する措置

を追加 

コメントの追加 [I15]: 「空き家等の管理不全」➡ 

「適正な管理が行われていない空家等」 
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【管理不全空家等に対する措置】 

（ア） 指導（法第１３条第１項） 

管理不全空家等の所有者に対し、除去、修繕、立木等の伐採その他周辺の生活

環境の保全を図るために必要な措置をとるよう指導を行います。 

 

（イ） 勧告（法第１３条第２項） 

指導をした場合において、管理不全空家等の状態が改善されていないと認める

ときは、管理不全空家等の所有者等に対し、相当の猶予期限を付けて必要な措置

をとることを勧告します。 

なお、勧告を受けた場合、管理不全空家等に係る土地は、住宅用地に対する固

定資産税及び都市計画税の課税標準の特例の適用から除外されます。 

 

（ウ） 改善されない場合 

    特定空家等に該当しない場合は、管理不全空家等として再度「勧告」を繰り返 

し、改善を求めます。また、特定空家等に該当する場合は、特定空家等に対する措 

置を行います。 

 

【特定空家等に対する措置】 

（ア） 助言又は指導（法第２２条第１項） 

特定空家等の所有者等に対し、除去、修繕、立木等の伐採その他周辺の生活環

境の保全を図るために必要な措置をとるよう助言又は指導を行います。 

（イ） 勧告（法第２２条第２項） 

助言又は指導をした場合において、特定空家等の状態が改善されていないと認

めるときは、特定空家等の所有者等に対し、相当の猶予期限を付けて必要な措置

をとることを勧告します。 

なお、勧告を受けた場合、特定空家等に係る土地は、住宅用地に対する固定資

産税及び都市計画税の課税標準の特例の適用から除外されます。 

 

（ウ） 命令（法第２２条第３項） 

勧告を受けた者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置を取らなかった場

合において、特に必要があると認められるときは、その者に対し相当の猶予期限を

付けて、その勧告に係る措置をとることを命じます。 

 

（エ） 行政代執行（法第２２条第９項） 

措置を命ぜられた者が、その措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき

又は履行しても命令の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法の

定めるところに従い、代執行の手続の検討及び実施に移行します。 
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図８：管理不全空家等及び特定空家等に対する措置の手順 

事案の発生（相談、実態調査等） 

１  現地及び所有者等の調査（第９条～第１０条関係） 

■現地調査                      ■所有者等の特定 

（１）現地調査による空家等の状態の把握    （１）所有者等の特定 

（２）立入調査の実施 

（３）対応方策の検討 

５  助言又は指導 
（法第２２条第１項関係） 

（１）助言又は指導の実施 

（２）助言又は指導の実施後の対応 

２  所有者等の事情の把握 

（１）所有者等の事情の把握 

（２）所有者等の事情に応じた 

解決策の検討 

６  勧告 
（法第２２条第２項関係） 

（１）勧告の実施 

（２）関係部局（税務、その他）への 

情報提供 

（３）勧告に従い、措置が実施された 

場合の対応 

（４）勧告に従わなかった場合の対応 

（５）所有者等が変わった場合の対応 

７  意見書等の提出の機会 
（法第２２条第４項～第８項関係） 
（１）措置を命じようとする者への 
事前通知 

（２）公開による所有者等からの 
意見の聴取 

過失がなく所有者等

を確知することができ

ない場合 

確知できた所有者等 

に措置を講ずる権原が 

ない場合  

※勧告までは行う 

周辺の生活
環境の保全
を図るため
に除却等が
必要な場合 

８  命令 
（第２２条第３項関係） 

（１）命令の実施 
（２）標識の設置その他国土交通省令・ 

総務省令で定める方法による公示 
（３）命令に従い、措置が実施された 

場合の対応 
（４）過料の手続 

９  代執行 
（第２２条第９項関係） 

（１）実体的要件の明確化 

（２）文書による戒告 

（３）代執行令書による通知 

（４）執行責任者証の携帯及び提示 

（５）代執行の対象となる特定空家等 

の中の動産の取扱い 

（６）費用の徴収 

１１  略式代執行 
（第２２条第１０項関係） 

（１）略式代執行を行うことが 

できる要件の確認 

（２）事前の公告 

（３）略式代執行の対象となる 

特定空家等の中の動産の取扱い 

（４）費用の徴収 

※現地調査と所有者等の調査の順序は

事案に応じて判断する（同時並行も可） 

管理不全空家等に対する措置を

追加 

※「埼玉県空き家・所有者不明土

地対策連絡会議」作成の「管理不

全空家等及び特定空家等に対す

る指導手順マニュアル」より抜

粋。 

U:¥27 都市整備部¥10 都市計画

課¥計画担当¥04空き家¥02計画

¥第３次（作成中）¥参考資料

¥03_埼玉県資料 

    管理不全空家等または特定空家等と判定された場合 

管理不全空家等に該当 特定空家等に該当 

３  指導 
（法第１３条第１項関係） 

（１）指導の実施 

（２）指導の実施後の対応 

４  勧告 
（法第１３条第２項関係） 

（１）勧告の実施 

（２）関係部局（税務、その他）へ 

の情報提供 

（３）勧告に従い、措置が実施され 

た場合の対応 

（４）勧告に従わなかった場合の対応 

（５）所有者等が変わった場合の対応 

１０  緊急代執行 
（第２２条第１１項関係） 

（１）危険性、緊急性の確認 

（２）緊急の執行の対象となる 

特定空家等の中の動産の取扱い 

（３）費用の徴収 

管理不全空家
等として再度 
「４ 勧告」 
を繰り返す 

特定空家等に
対する措置 
「５」へ 

改善されない場合 

特定空家等 

に該当しない 

特定空家等 

に該当する 
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４ 空家等対策に関する実施体制 

１ 空家等の相談に対する対応 

空家等の問題は、環境面や防災面等、地域住民に悪影響を及ぼすものや、相続問題、住

み替え等、多種多様なものがあり、個々の事案に対し適切で迅速な対応が求められます。 

本市では、空家等に関する相談等に対し、総合窓口を都市計画課内に設置し、必要に応

じて空家等対策に係わる庁内関係課と連携し対応していきます。 

また、解決が困難な専門的な相談は、関係事業者、団体等に協力を求め対応していきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

・周辺住民等 ・区・自治会 ・空家等の所有者等 ・住み替え希望者 他 
 

相談・苦情 

 

 

対 応 

 

 
空
家
等
対
策
庁
内
検
討
会
議 

入
間
市
空
家
等
対
策
協
議
会 

専門機関・団体等 

・埼玉県行政書士会 狭山支部 

・埼玉司法書士会 

・埼玉土地家屋調査士会  

・（公社）埼玉県宅地建物取引業協会  

彩西支部 

・（公社）全日本不動産協会 埼玉県本部 

・（一社）埼玉建築士会入間第二支部 

入間部会 

・区・自治会 

・入間市社会福祉協議会 

・狭山警察署 

検討・ 

調整等 

 

協力・連携 

 

 

庁内関係課 

・資産税課       ・市民安全課 

・生活環境課      ・開発建築課 

・その他関係課（介護保険主管課、

国保医療課、上下水道経営課） 

協 議 

 

 

総 合 窓 口 

（都市計画課） 

 

図９：相談対応フロー図 

 

※R6年度に「入間市民生委員・

児童委員協議会」が協議会委

員の推薦を辞退したため、R8

年度からの委員更新に合わ

せ、福祉分野の学識経験者と

して社会福祉協議会職員を選

任することとした。 
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２ 空家等対策の実施体制 

空家等がもたらす問題は、環境や防災、建築等多分野にわたることから、庁内関係課や

関係機関が連携し、対策を講じる必要があります。本市では、空家等に関する対策を総合

的に推進するため、庁内体制の役割を明確にするとともに、事業者、専門機関等と連携し、

適切で迅速な対応ができる体制を整備します。 

   

（１） 入間市空家等対策協議会 

入間市空家等対策協議会は、事務局を都市計画課に据え、空家等対策計画の作成

及び変更並びに実施に関する協議を行うほか、管理不全空家等及び特定空家等の認

定等に対する協議を行うことを目的に設置しています。 

 

入間市空家等対策協議会 委員構成 （令和９年４月１日現在） 

・入間市長 

・地域住民（入間市連合区長会、一般公募） 

・法務学識経験者（司法書士、行政書士） 

・不動産学識経験者（宅地建物取引士、土地家屋調査士） 

・建築学識経験者（建築士） 

・福祉学識経験者（社会福祉協議会職員） 

・その他市長が必要と認める者（狭山警察署） 

 

（２） 空家等対策庁内検討会議 

空家等対策庁内検討会議は、庁内関係課をもって組織し、空家等に関する情報共有

及び連携を図ることで、施策を効率的かつ効果的に展開するために設置しています。 

 

空家等対策庁内検討会議 委員構成 （令和９年４月１日現在） 

・総務部  資産税課長 

・危機管理安全部  市民安全課長 

・環境経済部  生活環境課長 

・都市整備部  開発建築課長 
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庁内体制の役割 

 

 事 項 担当課 

１ 

・空家等対策の総合窓口 

・関係課との連絡調整 

・協議会の開催等に関すること 

・庁内検討会議の開催等に関すること 

都市計画課 

２ ・環境・衛生に関すること 生活環境課 

３ ・所有者等の情報に関すること 

資産税課 

介護保険主管課 

国保医療課 

上下水道経営課 

５ ・防犯に係る相談に関すること 市民安全課 

６ ・建築基準法に係る助言に関すること 開発建築課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表８：庁内体制の役割 
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５ その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

１ 計画の見直し 

入間市総合計画や国の動向と整合を図り、整備した台帳による市内の現状・実態を踏ま

え、これまでの取り組みに対する評価、検証を行い、令和１４年度以降の次期計画の策定を

行うこととします。 

また、計画期間中であっても、相続登記の義務化やマイナンバー制度とのデータ連携の

動向を注視し、法令や国の補助制度等の改正、社会情勢の変化等に合わせ、随時必要な見

直しを行います。 

    なお、次期計画の策定にあたっては、入間市空家等対策庁内検討会議において、具体的

な見直し案を立案し、法第８条に定める入間市空家等対策協議会で協議していくことを基

本とします。 
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